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リ チ ヤ 一 ド ♦ ，ク “パ ー 著

『相 互 依 存 め 瘥 済 学 』 ：

— 大西洋共同体における経済政策一 .
... ■' . ; ■' ; ' : ■■■'.■. ノ. .

Riclmr4 Cooper, The Economics 6f 
Interdependent令：Economic Policy in 

the Atlantic Community, 
McGraw-Hill Book Company,

New York, 1968.

木 :著 は ，...7 ■メ.リ..力の，T h e  Council o n  Fo r e i g n  Rela- 

t|ons'..に■よ..る “ T h e  Atlantic Policy Studies” の 研 究 叢  

?益 の 第 1 0 卷 に あ た り ， 大 _ 洋 共 同 体 の 諸 _ 間 に お け  

る 経 済 的 相 互 依 存 関 係 の 増 大 の 問 題 の 分 析 を 行 な っ.て 

い る 。 ,,

まず，対象とする大西洋共岡体とは，具体的なそう 

した機偁が存在する’わけではなくて，大西#をはさん 

だ西欧諸国と北米諸国（アメ1；力とカナダ）さらにはB 
木をも含む西側先進工業諸国をぃぃ，第g次世界大戦 

後，これら諸N問における経済的諸_係が密接化し，相 

互依存関係を深めた結采として， 各国の経済政策の 

考察•突施において，どんな問題•特殊性が付加され 

いかなる新しい分析；̂必要とされるかが論究されてい 

る。. .

木柑におけ名中心問題は, 一方では，自由な広範四 

にわたる国際経済関係q 種々な多利益を享受しながら, 
问時に各[1がそれぞ杵の溥再な経済目的を追求できる 

敁火限のt]由をいかに確保することができるかであ 

る（P. 5)。もっと詳しく説明すれば， 戦後， 国際経済 

関係に対する丨:丨然的• 人為的•心理的障喾が大幅に減 

少し，企業家述は，国際的•世界的視野で考慮するよ 

うになり，その結果として国際貿易は増大し,貿勒侬 

亦度も上好し，生產袈素（とくに资本• 労働）の移動が 

沾発にイ7なわれ，外国旅行もブームとなり,：企業の海 

外進出 • 交流も盛んになり，国際的なコミュニケ一シ 

a ンの発述もめざましv、。とのような西伽先進工業国 

間における経済的相互依存関係はますます増大し緊密’ 
化し，各13ともに大きな利益をえているが，反面，

の結果として，各 国 の 独 立 性 • 自 立 性 は 失 わ れ ぐ 根  

手.国 経 済 の 展 開 • 弈化に対する‘感 応 度 、.(sensitiveness)

は増し，各国の経済目標の津成もまた， この相互依存 

性 9 増大すなわち経済的統合の進展によって，制約さ 

れ，新 L ぃ 考 究 • 展 開 を 必 要 と す る よ う に な っ て ぃ . 

る。.'.:' . へ :' .

G のような世界経済の統合化傾向,相互依存関係の 

増太は , 逆転させるこi のできなぃ基本的な潮流であ，

ると把握して， とうした状況下におぃて, 西側先進_

• 狭ぃナシヨナ y ズ +にもとづく _ 際経済興係を被 

壊 V * 制限する方靖をとることなしに,国 際 _済協力の  

，内で，各•頃9 経 済 自 镡 填 _ 2分の効率化,完全雇用 

9 実現，価格安定，急速な経済成長）達成の政策智どの 

ようにして遂行I てぃ々% らいぃかが問題である。各 

国の政策は, 密接な相互依存関係を通じて,他の大西 

洋共同体諸国に直ちに影響を与えるこ仁になり,調和  

的政策をとることは容易ではなぃ9 ことに ,各国の国  

内 均 衡達成の手段と国際収支均衡化手段との間には矛， 

盾 • 対立が生ずる可能挫がつよく， したがって，本書 

における分析の中心も, 大码徉共同体諸_ 間におけ夸 

相互依存関係増大を的確に象徴する国際収支問題匕集 

中し，各国,がかかる相互俾存関谭を前提と それを

分裂させることなく不均衡を是正するためには丨どの 

ような手缉の組舍せが必要であり，ぃかなる新しぃ考 

察 • 展開が必粟で、あるかの論究が行なわれてぃる。

とぐに本書は，アメリ力のドル危機，国際収支の永 

続 的 赤 宇 • 不均衡を背景に,アメリ力の立場に立ちた 

がらも， こうした世界経済の新展開(統舍化,相互依存 

性のit犬） をふまえて，卑 進 国 間 に お け る 舍 理 的 .調 . 
和 的 • 拡張的な国際収支不均衡の是正手段の考察を行 

なぃ，大西洋共同体の一層の発展の方途を探ってぃる 

のである。:

，本書は，かかる問題意識にもとづき，大きく 3 部より 

構成され，まず筚1 部 説 で は , 中心間題と戦後の* 
国際決済制度の変遷とが明らがにされ，第 2 部の世界： 

経済における構造変化では, 経済統食化•相互依存_ 係 .. 
増大の内容たる貿易, . 生産要素移動,闻際金融市場办 

分析が行なわれ,ここでのまとめとしてかかる経済相 

互依存性の.増大が各国の择済政策に対してどんな影 

響 • 結染を与.冬たかが解明される。第 3 部の新しぃ決 

済制度では, _ 際取支不均衡調整の3 マの手段一国 

内政策，対外政策，流動性の供孕—— がそれぞれ考究 

され，最後に， t れらの争段を国際協力体制進展の下 

にどのように組合せるととが，;大西洋共同体にとって

0 06 —
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最 も の ぞ ま し い ご と な の か が 究 明 き れ る ，

こ め よ う に 本 書 は ， 現 時 点 に お け る 西 侧 先 進 国 が 直  

面 し て い る も っ と も 緊 急 か つ ffi大 な 間 遽 を ， 十 分 な る  

歴 史 的 パ 一 ス ぺ ク テ ィ ブ を も ち ,現 状 分 析 を 前 提 と し  

た 上 で ， 理 論 の 筋 会 通 t て 分 析 し た 興 味 あ 各 著 作 で あ  

り, 大 い に 注 目 さ る べ き も め の よ う に 思 わ れ る 。

な お ， 著 者 の ク ー パ ー 氏 は , .ェ ー ル 大 学 め 経 :済 学 教  

授 で ， こ れ ま で 国 務 省 ， 経 済 諮 問 会 議 (The Council.of 
Economic A d v is e r s )な ど の 政 府 機 関 に お い て ，実 際 の  

ア，メ リ 力 の 対 外 •経 済 政 策 の 形 成 に 大 い に 関 与 し て お り ， 

若 手 の 国 際 経 済 • 全 融 学 者 と し て 着 目 さ れ て い る 。

2

それでは，.もう少し，本書め内容に即して詳しぐ説 

明を行ない,またと < に注目さるべき点蚤指摘してみ 

たい0

まず，密接な国際経済関係め利益を享受するたあに 

は，ある程度の各国の独立ないし自立性が犠牲され 

ざるをえない。こうした各国め経済政策採用の独自性 

は,とくに圉際収支不均衡対策および企業や銀行業め 

規制.，評税政策においておびやかされている6 各国は， 

ある程度密接な国際経済関係め利益を辕牲にしなけれ 

ぼ, かかる政策_ 用め自由を確保しえないし, また,ニ 

国の政策変更は，,密接な相互依存性を通じて他国に影 

響を及ぼし，報復をうけたり，その効果をお < らせ• 

減 t る結果を生ぜしめる。勿論ある国の政策は他国に 

対して相反的効來を坐ずる場合だけでなぐ調和的• 
相促的効果を生ずる場合も当然考えられる。

ここでは国際収支不均衡（とくに赤字)是正等に着 

月して分析をすすめていく。こめ是正策には，大別し 

て次の3 つがある。まず対外政策には,関税/輸出補 

助企，輸入割当,国際資本移動>こ対する課税•制限，為替 

統制ないし複数為替制度などがある。第 2 の対内政策 

は,国内の所得水準•物価•利子率•資産価値の変化 

を通ずるもので,金融財政政策の变化,利子率の上昇や 

資金利用可能性の引締め，租税構造の変化などである。 

第 3 は，赤字金融のためのいわゆる国際流動性準備,
借入能力である。とこで注目されねばならないのは, 
不均衡調整の:谊要な手段たる自由変動為替相場•為替 

相場の変史がとこでの分析から除外'されており，固定 

為替相場制が前辟とされているととセある。 II出変動 

為替相場がとりあげられない理由は,现実的にそれが 

採用される可能性が少ないことのほが丨こ,それが国際

取引を海乱ざせ，’:統合過程を姐害するからであ■.り.̂ t  

た r最適通貨地域Jを確定するととが非常に困難だか 

..らで.あ:る。.'-、 '-....ベ.'..:、

そGで結局間題は,固萣為替制度の下で上記の3 つ 

の国際収支不均衡是芷策をぃかヒ組合せ，不均衡に対 

処すさかに帰する。 その組合せは，第 1-1 丨到で示さ. 
れており，竺角?珍内の名•点では, 3 つの政策が同時に 

用いられてぃる。各M点に近•づけば近づくだけ，その 

政策べの依存の裎度が増し,その点では，その政策だ 

げが用ぃられるこ.とになる。例えばG点は，金本位制 

下の政策の組合せを，H点は為替統制♦ 輪入割当制な 

どの対外政策への故ぃ依存を, J点は，赤字金融の十 

分の能力をもった国を，i(点は，一国内における地域 

的調整を意味してぃて，もし3 つの政策それぞれへの 

依存の最高限度が存するとすれば，ある場合には斜線 

部分のような政策組合せ範四が在存するが，しかしそ 

の合意領域が存在しえぬ場合もあ.る。結局，本罱の分
, …-ノ . : , ン .

第 1こ1 図
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析の最終目標は* 国際経済協力P 条件下にr いかなる 

政策の組合せが大西洋共向体にとらでのぞま#いのか 

の究明にあり， 第 ;I-2 ® に示されているように，戦 

争尥後は対外政策に強く依存していたの力'i，1如7年に 

は，むしろ対内政策と流動,性に依存する状況丨こあり*, 
これか今攀どう..な .づ.てy、くのか，いくべ.きかの検时が 

なされているのである。;もし自由な国際経済関係の維 

持がS ましいとすれば，対内政策ないし流動性に依存 

せざるをえないであろう。 .
こうした検討を行なう前提として，まず戦後の国際 

決济制度の展開が整理されているゾ主としてケメリ力 

...，のイ，ニ.シチ.ティ..ブにより，..イギ.リ'ズのケ..インズ案とCD 
ある程度の妥協の土に成立した国際通貨迤金（潔の 

がその中心をなし，種々なる修正が行なわれ, また， 

IM F以外の諸制度(例えばEPU—EMA,双務的スワップ 

とりきめ，10力国グループ等々）により補強されてはき 

たが，:..世界經済の急速な変化に追いっい- tv、.く:.ごと.は . 
できず，戦後のドル為替本位f j の矛盾(流動性と信認 

のジレンマ）がドル泡機tこよ;り明確イ匕され》 結局，別 

の国際決済制度が現在.求めちれているのである。

そこで，こめ世界経済め描造変化を手短かに分析し 

ておく必要が.あろう。こめ国嘆経済関係•取引の密接 

化 • 相互依存関係増大の第1 の屌面としての外闺贸易 

をとりあげるa ノ ■
阗際貿易は戦後急速に成長し，国民所得ないし生産 

の成長をしのぎ，寫易依存度は上昇している。しかも 

贸易の成長は先進土業国間における製造品相互の水平 

贸勒が中心であり，従来の土地，気候，夫然資源等の . 
特殊的要因による自然的優位にもi： d  く，. 製造品と——  
次鹿品の贸易といった垂直質易は蜇要性を失っている。 

それ故に，垂直贸易が大きい比較生產费萆による確固 

だる私:盤にもとづいてV、たのに対して，製造品相互間 

の贸鉍の兹_ はあまり確固た’るものでない点に着目す 

る必贾がある。このような戦後の質易拡大をもたらし 

た翦因としては，通商政策の変化•(貿易に対する人為的 

踔逬の除去)，輸送費の低下およぴ企業家達の考察範四.
窓志決纪領域が国境をこえて国_的に拡大したとと 

の 3 つがあけられよう：しかし，比較生産费栂造も坐産 

描造も先進工業国間では類似化の方向〖こ向っており，

贸黏単位当りの限坪利盎はむしろ小さぐ，しかも，質易 

は，所得 *生産毁 . 物価•為替相場の比鲛的わずかな 

変化に応じて大幅ビ変化する傾向がある。とのような 

炽似忱と感応性をもたらした袈因は，资未藉横，低货 

金㈤における高い投資率，それに資本•技術.経営知識
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などの国際移動の活発化セ.あり，贸易の越盤はますま 

す脆弱化しつつある。これもを実註的に検討するため 

のいくつがの資料 (p. 71 ,p. 72> p. 75) がかかげられて 

おり, その点でも興味深い。しかし逆にこうした諶本 

的故勢に対する次の3 つの修正要因(生產物の特殊化• 
殖別化, 規模の経济および農業保護政策 )̂増大)もある 

ことを忘れてはなちない6 
次に資̂本 • 技術およ妙労働の国曝移動をとりあげる。 

国際贸易め発展と並んで，敝後これら生産要素の移動 

.が著:し < 活潑化し，' :た:だ単忆実際の生產パタンに影 

響を与冬ただけセはなく, 生産O能力•卿_カにも影響 

耷与えるのである。 とくにここでは資本移動（それ毛 

茴接投資〉を中心f 分析が行なわれてi 、る。 注目すべ 

' き事実は，アメリカを中心とする企業家が広ぐ国際的 

な思考をし，意志決定範四も国境を越えて拡大しつつ 

あり，しかも従来のよゲに資本豊富で利潤率の低ぃ国 

がら資本稀少で利潤率の’高ぃ国へ一方的移動が行なわ 

れるのではなぐて，西侧先逾諸国間において双方で資 

本投下を行なうとぃう新しぃ傾向がみられ,レかも低 

開発国むけよりも先進国相互問投資が庄倒的である。 

勿論この原因としては，危険を分散し収益の変化を縮 

小しよう i する意図もあろうが, より箪耍なのゆ，特 

殊な技術や特許権や営業権等によb 準独占的地位を諸 

外国においても確保し,ようとする動機がより重要であ 

ろう。 i にかぐごうした新Lい国際資本移動につぃて 

十分な分析を加える必要があり,それが資本輸出国み 

受入国に対してもつ効果(利益 . 不利益) 分析がとぐ :̂ 
なされなければならないン；：

技術も資本と同様に急速に国際間を移動しでいるが， 

労働の:国際間の移動は/南ヨー.ロ、ノノ.ぐがら.北ヨーp ッ 

パの工業地帯へめそれをのぞきあまり急速には拡大し 

てはいない。

問題は,：生産要素の国際間の移動が増大する結梁と 

して，各国経済が海外における発展に敏感に影響され 

'るよ:うにな.りv，国際間_に発展# 伝播され，しかも▲業'
の国_ 間の移動が塯大し,各国が独自では有効にこれ 

> を規制しえなくなったことであり，国際収变調整策 

とともに，どうしても国際協力を前提として，各国は 

その経済政策の突施を考えねばならなくなづているの 

'である。r  _

、名らに’，：こうしfc直接投資.のほかに，:.金融資本の国 

際移励の解明が行なわれている。 1958年以来國際金 

融市場の途展がみられ,. .と.くにュ.一口ダラ— 市場が顕 

努な，事例であるが, しかし徐々にではあるが,•良期証

做̂ ^ ^ ^ ! 於紐热驗織? 嫌粉職̂ ^ 滅 纖 賴 麵 免 ^ ^ 膽 減

rj W iW W M i trn v w W iriiiit
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券資本市場も発展してきている。現在まセめところ長 

期資本は北アンリカからヨーP ジパベと流入し,逆に 

缉_ 资本は欧州から北米に流れる傾命があるが*国際 

金融市場の統合化が子すむに勹れてと5 した傾向も変 

化をこうむるであろう4さらに,金融資本市場の統合が 

行なわれれば,•各国の金融•信用政策の使用は制約され, 
国際収支均衡のためにほ利用できでも,国内的目標の 

達成のためには, 国際的資金移動が*ずひきおこされ 

て有効性を欠くため利用できなく’なろう。 したがっ 

て，各国とも亡うした短期資本栘動にづぃては選択的 

統制を加免ようとする動きがつよぐ，全融•資本市場の 

統合の諸結果を受け入i t ることを各国政府は拒否して 

ぃ.るよ5:であ.るB: しがしとにがぐ,’ ’全融政窠匕.づぃて, 
各国の密接な協力が必要であ，りV利子率その他も，大西 

洋共同体全体の考慮から決定されねばならなぃだろうン 

とれらの'検討を背景として，第 6 章 『相互依存の世 

界經済における各国経済政策j に於ぃて/相互依存性 

'の塯大，が各国の経済的目標の追求を非常に困難丨こして 

ぃるととが明確にされる。第 1 に，葙互依存性増大の 

結果として, 各国の国際収支}^うける攪乱ほ種類的に 

も量的にも多くなり，対外収支の均衡により多くの関 

心 h 政策手段を向げねばならな < なづたこと，第 2 に， 

■各国政府がそれぞれの目的追求のために行動しても， 

その国内的目標を達成で:きるまでに長ぃ過程をへなけ 

ればならなぃこと, 第 3 に，こうした統合化が進んだ 

ごと{ご対する反応とじて,共同体全体としてみると相 

互に相殺し合う)a 策をとり，結果としては衣'要以上に 

—層恶ぃ状態におちぃらせることがそれであり/各国 

は,相互に損害を与えあうような政策実施競争をやめ 

にして，国際協力 . 相互的政策調整により,大きな発 

展を目指してぃくことがどうしても必要となる。:1920 
年代の関税引上げ競争，19 30年代の競争的為替切下 

げとはちがぃ，現在では,そうした政策間の競争ば明 

白ではなぃが，アメリカの国_収支不均衡の是正策も 

世界全体の縮小均衡化の方向に向わしめるものである。 

そこでこうした恧影響を極小化する行動原則が考察さ 

れねばならなぃ。もっとものぞましぃしかも世界経済 

の統合化傾向と合致する方内は，政府機能をより大き . 
な統合地域へと移転し,•経済政策実施過程め国際化を 

はかることであろうe しかしこうした目標の達成は近 

ぃ将来におぃて実現性に泛しぐしたがらて，その他 

の可能性につぃても考究しておく必喪がある。

それらの考察が第3 部の課題であり，最初に揩摘し 

た自山な国際経済関係の利益を享受しつつ同時に国内
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搞済目標を最大限自由に追求するためには* とくに_  
際収支不均衡の場合，どのような政策手段の組杏せに 

よるべきかが分析される。まず最初に，，闽内調整の崧 

合にどんな経済政策がえられをべきかが解明される; 
とこでは対外政策が考虛外おかれ，闼内政策のみに 

鞒つての国際収支是正が問題である。この場合はいわて 

ぱ昔O金本位制下め調整と同様であり，所得■•価格の各 

国間の変化を逋じてなされる。もしも生鹿耍素伽格が 

仲縮的に引ぎ下げが可能でなければ，生產要素の失梁 

を結果し*調盤の社会的tj X トは大きくなるが，もし生 

產要素め国際間の移動性が大きければ，その調盤に伴 

う社会的コストほ極小化きれようa さらに赤字国へ黑 

字国から補憤;的な資金移動が行なわれれば-^爝のそ•ま 

しいd こめような国内政策に逋点をおく闽際企融制成- 
が有効に作用する ためにはk 高度の政治的結合を必剪 

としよう。黒字国が責任の一端を扭って迹带性原理に 

もとづき積極的に赤字国に協力していぐことが奸迆だ 

が，現実的にそうした可能性は芝しW  '

次十分なる流動性の供与の間題については , ；ま'ず 

国際流動性の定義とその需要，供給がとりあげられて 

いる。需要，側においては, 実際に取⑴のために使用さ 

れ，国際収支赤字を埋め合わせるものと，むしろ国際取 

弓jの増大につれて,たえず流動性準備が墦大すること 

をo ぞむといったいわば奢侈財類似の需要とがあろう。 

供給側では，ケインズの清算同盟措想で大規模な供給 

が考えられていたが， 瑰実には，IM Fの改本案でそ 

の|命議が行なわれ, 特別引出し権 (SDR) という形でそ 

の増強がはかられている。しかし長期にわたる大きな 

赤字を金融するための流動性の供みは两難であろう.。

そうUた供タが.行なわれる前提としては,政治的統か 

結合がすすみ, 各国が他国め行動を十分に信頼し，赤 ’ 
字国に流動性を十分に供与するのみで，赤字；̂正はそ 

め国に全くまかせることが必要であろう。現在のとこ 

ろ，く将来そ•うiな1る'希望は薄いが，__大西徉丼同体内'^，， 

投機による危機に対処するために相3:援助を与え合う . 

などの進展が中央銀行間にみられるなどの光明が觅 

出せる。’ v  ' ■ •
対外政策については, : 3 づの政策乎段が考虛されて 

いる。第 1 は,: 為替変動輻を現在のIM F体制の上—ド 

’1 % がら，3, 4, 6 ^ s  i 拡大する刺仲為猪相場制度で 

あり，すでに指摘Uたよ$ 国際経済関係が密抜化し， 

比較生處费に大きな差舆が存在しない状況下では，わ 

ずがめ変動幅め増大も太きな効來，，燃響をもち,その 

間接的影響（貨佥• 物価悪循環の上好， 围扱所彳(/分配’
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への影響） を考虛しても，有効な手段となるかもしれ 

ないン飨2 は，貿易およびその他の経常取引に関する . 
稀々©制限であり，第 3 は，資本移動に対する籀々な 

る制限である。そしてこれらの国際取引に対する制 ‘
限措置が，戦後主要な国際的な調整手段となづてきて 

V、る。 ここでとくに注目広値するのは， これら諸制 

侬のコストがそれらにより結果する資源配分の損失で 

もつて計算されていることである。これらの損失額は 

かなり小さいが (P- 251Table 9 - 3 参照)，輸入課徴金 

や資本移動に対する制限の伸縮的な使用の方がデフレ 

一シ'3 ンなどよ•りはのぞまし.く，. また，質易な.:どの制 

丨限の場合は，全般的にかつ均一的に行なわれているこ 

，とが配分の損失を少なくするごとを明らかに，している。

さらに，そめ国の規模と開放性の程度に応じて，大国 

であまり開放的でない国は質易制限をとる,ことがのぞ 

ましぐ, 小国で開放的な国では，国内のデフレーシヨ 

ソO方が費用が少なくてすむことも結論している。勿 

，論政策目檫が何かによってもことなってくるが，国民 

-爲生産における損失といった点からかかる政策のコス 

トを比較評量してみることも*その测定には困難がと 

もなうとはいえ，大いに興味ある点であろう。

かかる論究にもとづき，最後に要約と最終的方向づ 

«けを行なってみれば，次の如くであろう。各国経済は一 

屑緊密に統合化されるにつれて，各囯の経済目標を設 

定し，それぞれの政策手段により効率的にそれを追求’  
•ずることの自由はますます制限されてくる。したがっ 

てかかる相互依存関係の増大の結果として，大西洋共 

■同体諸国には，次の3 つの方向•方策のいずれかを選 

-択しなければならない。

第 1 は，この統合とその結果生じる各国の自由の喪 

失とを受入れ，かつ共同して経済目標と政策の決定に 

従事することであり，第 2 は, 統合は受入れるけれども， 

务国の自主性は，長期的収支赤字に封して，は金融的授 

肋を与えることにより，できるかぎ:り保持しようとす 

%  t とであり，第 3 は, 統合の諸要因，外国質易の自出 

および国際的资本移動に対して慎重に制限を課するこ 

とにより統合を排除することである。现在のところ，

第 1 の方肉は各国が自らの主権を放棄しえないかぎり， 

尖現される可能性は少なく，第 2 の方向づけもまた， 

.相手_ の政策•行動に対する信頼がもてなければ採用 

されず, 結局第3 の方向が結來としてとられることに 

.なろう。しがし'この場合にも各国はこれらの制限を株 

Jギ正しく用い，しかもよき行動の規約が作られる必喪 

:があろ’う•

勿論，大きな歴:史的必然性としての統合化め傾向を 

逆転させることができず，究極的にはそれらを受入れ 

ねばならな、、が, むしろそれらは，金く '各国が独立挫を 

保ち競争し合っている段階から，次の5つの協力措置を 

通じて完全な各国経済の統合に向づでいくことがのぞ 

まれよう。すなわち第1 段階ニーi 力 的 独 立 （経済的 

条件= 国際間の労働移動性は低い，政治的条件= 相;5：信頼 

の程度は低い。不均衡是5Eの主たる手段は対外政策） 第 

2 段階一二•制限された独立（労働移動性は低いV 信頼は 

:中位，対外政策と十分なる流動性）%  3 段階■~~~同じ目 

的をもつ相互依存性の受入れ（労働移動眭は低い，信頼 

は高い，十分なる流動性) . 第 4 段階一-国内政策の調 

整 （労働移動性は中位i 信頼も中位,十分なる流動性と対内 

政策）第 5 段階—— 共通国内政策(劳働移動性は高い， 

信頼も高い，対内政策）である。ただしすベての国際収 

支の不均衡の是正がす.ぐに必要とされ■るわげで .は’な’ 
ぐ, 発展初期における対外資本依存や，基軸通貨国プ 

メリ力の戦争復興期からヨ ー口ヅパの交換性回復まで 

の赤字は, かえづてのデましいととかもしれな、、ので 

もる。 .
瑰在の問題は，客観的状況• 経済の実態においては， 

企業家の視野が国を:こえて拡大してV、ることからも明 

らかなように，すでに国め枠組.をとえての発展•統合が 

進展しているにもかかわらず，その制度的待組*能力 

がそれにともなわな.いとこ■ろにある:と.考えら.れる》.•こ 

うした実態の発展に応じて，国際終済協力の精神がう 

け入れられることを期待すると同時に，むしろこうし 

た国際的政策調整• 統一のための国際機関を作り，そ 

れにより，国際協力の前進をはかるのも一つの方法で 

あろう。道はなお遠いとはいえ,すでに大西洋共同体 

諸国間における経済依存関係の緊密化は，いっそうの 

国際協力を要請しているので奴る。しかしこれは経済 

面だけにおいて達成されるのではなく ,政治面におけ 

る統合 • 結合を必須の条件としていることは忘れて0
ならない《 ン

* ■ •
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以上ごく概略的に説明したよ5 に，本書は，戦後の 

世界経済関係の密接化♦先進国間における水平分業、 

貿易の進展を驻本的構造変化• 潮流としてとらえ,か 

かる構造変化‘進展のうちにあって，西侧先進工業国 

は，相互にいかなる発展方向をめざし*どのような政 

策を‘とっていったらよいかを究明した意欲的な著作で

あるといえよう。とくに各国が自由な国際経済関係のったものとして注目される。 パ.： ...’

利益を享受しながら，それぞれの経済百標をいかに独世界経済の変化はいちじるしく，ごの本が対象とし 

立悖を保ちつつ達疼していぐととができるかの検时にた切67年以降，フラシの切下げ，マノレクの切上げ.さ 

中心がおかれている6 こうしチこ問題意識:の背後には, , らに台D R の創紐がかな( iの額（1必(士よ h 3 年問に95 
現在めァメリ力の立場が強く働いており，西欧諸国の億ドル ) fc決 i り，_ 際的な学者達め見解も，為替相 

要請のごとく，ドル走:機を解消するために, アメ认力国場の変動 ^：対U * ttrしろ賛成しているごとを每えると 

:内における金融節度• 国際収支規範を全面的に受け入き,この本の遨本前提たる固定為替梏場の仮定があら 

れることは，とてもできず，西欧の物価安定のために， ためて問われなければなもないだろうぐ 

アメリカに失業• デフレーションの犠牲をしいるものまたこの本には，世界経済発展の究極的目標につい 

であるとする考えがうかがわれ，もっと広い立場から， ての積極的な方向づけなり検討なりがなく，し た が づ . 
すなわち大西洋共同体諸国の政策調整という立場から， て狭い政策論議に終ってしまっており，さらに大西洋 

そ 5 した桃戦に答えたものだということができよう。 弗同体諸国という枠を一歩でて1丨丨:界全体の安定的拡大 

したかって崗際協力意識の大きな進展がなければ，.各 . '的発展を考虛し'た場合，.低開発国を.含めた意味での収. . .  
国は国内_ 策に頼って不均衡是正をはかるととなどは支均衡 , 援典増大その他が考究されねばなちず> そう 

考象られないとする論旨で反論してい芩のであ ろ し な る と ，先進国阍に限定L ての分析は々、なりの修正•，

本:寧の中では，世界経済の構造変イ匕の各側面を分析. 発展穹娈請されることになると思われる。

した第 3, 4, 5 章および政策的論議では第9, 1 0 章 が ： と金れ，最近の世界経済のjfe開を芷面切ってとらえ， . 
埤固ぐ，かなり界味をひぐいくつかの実証研究がなさ相互依存の経済学を考究し，新しい展開をめざした本 

れている。 書のアイディアは注自され, 本書にもとつ*き ヒ う し た ，

しかし，理論的 ‘ 内容的に斬新な積極的な展開は少考えをさらにぶ層深化 • 発展させセいく必婆k 大きい 

なく，むしろ，とれ迄にM開された政策論_ を，新 し い と 思 わ れ る •
先進国経済関係の展開に適用し，たくみな整理を行な ， 深 海 博 明
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